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令和５年第２回北海道議会定例会 予特（第1分科会）開催状況 （環境生活部）

開催年月日 令和５年７月１０日（月）

質 問 者 民主・道民連合 高橋 亨 委員

答 弁 者 環境生活部長 加納 孝之

くらし安全局長 佐藤 圭子

道民生活課長 本田 晃

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

一 ＬＧＢＴについて

（一）道が行った全道調査の評価について （道民生活課長）

道は令和４年９月に、ＬＧＢＴを含む性的マイノリ 道が実施した調査についてでありますが、回答をい

ティに関する各自治体の施策調査を行いました。未回 ただいた１７５の自治体のうち、約７５％が、性的マ

答の４自治体以外の１７５自治体が答えを寄せてくれ イノリティに関する施策ニーズを把握していないとの

ました。その結果、能動的に住民の意識調査及び各自 ことでありましたが、当事者の方々の中に、周囲の無

治体に寄せられる相談や苦情、当事者や支援団体から 理解や差別、偏見等を恐れて、自身の性のあり方を伝

の聞き取りなどでマイノリティのニーズを把握したと えることができない方は多く、人知れず悩み、日々生

答えたのが、合わせて４３自治体でした。回答自治体 きづらさを感じている方もおられるものと考えており

の約２５％のみとなっております。このことについて ます。道といたしましては、引き続き、道内自治体に

の道の見解をお聞きします。 対し、性の多様性に関する理解と当事者の存在への気

付きを広げていくためのセミナーや情報提供などを行

ってまいります。

（二）自治体の意識醸成について （くらし安全局長）

、 、性的マイノリティへの差別の問題がこれだけ国内で 道内市町村への対応についてでありますが 道では

議論されているにも関わらず、関心が薄い自治体が道 これまでも、職場向けの「にじいろガイドブック」の

内に７５％もあると、これ自体は意外でした。道は、 発行や活用の促進など、性の多様性や性的マイノリテ

これまで理解増進に努めると言っておりましたけれど ィの方が直面している課題などについて市町村の理解

も、これが実態なのであります。調査はこれまでも取 を深めるための取組を進めてまいりました。今後は、

、 、り組んできたことが無く、今後も取り組む予定が無い 先に成立した いわゆるＬＧＢＴ理解増進法に基づき

と答えたのが１３５自治体でしたけれども、その多く 国において策定される基本計画や施策の方向を注視し

が取り組みの手法が分からない、また、制度として道 ながら、道内市町村に対し、当事者を講師とするセミ

や政府が主体的に行うべきだという意見が多く出され ナーの開催や、多様な相談窓口の紹介などを進め、ま

ました。この意見に対して、道はどのように応えてい た、パートナーシップ制度など性的マイノリティの方

、 、くつもりなのかお伺いします。 々に関する施策について 道内外の運用状況を把握し

情報共有するなど、地域における議論や取組が進むよ

う、支援に努めてまいります。

（再質問） （くらし安全局長）

先ほどそちらの方でお答えいただいたようにです 自治体の意識醸成についてでございますが、住民に

ね、なかなか自分で当事者がですね、自分から話すこ 身近な事務を担う市町村が、性的マイノリティの方々

とができないことがあると言っておきながら、今一方 の自らの性的指向や性自認を明らかにすることが難し

ではですね、当事者を講師としてセミナーを行うとい い現状や、抱えている生きづらさなどについて、理解

うことですけれども、これはちょっと矛盾している言 を深めていただくことは、大変重要であると認識して

い方ではないかなというふうに思っております。まず おります。引き続き、振興局とも連携し、市町村を対

はですね、問題なのは自治体の担当者、この方がです 象に、地域の当事者や支援者の方々を講師としたセミ

ね無理解や消極的であっては、なかなか物事が前に進 ナーなどを道内各地で実施いたしまして、性の多様性

まない、住民理解など望むべくもないと言うふうに思 への理解促進に関する道の取組方向や、道内外の自治

う訳であります。振興局が中心になりまして、各自治 体の動向、身近にある課題などを、参加される自治体

体の担当者を集めて道の考え方や、先行している自治 関係者に丁寧にお伝えするなど、地域において取組が

体の状況などをまさしくプッシュ型で行うことから始 進められるよう、支援をしてまいります。

めなければならないと思いますが、お考えをお聞きし

ます。

まずはですね、市町村の担当者の意識を高めていた

だきたいというふうに思う訳であります。アンケート

はそのことを如実に語っているというふうに思ってい

ます。
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（三）全道で導入したパートナー制度や条例の人口カ

バー率について （道民生活課長）

この間パートナー制度の条例化やパートナーシップ パートナーシップ制度についてでありますが、本年

制度を導入した自治体の道内の人口のカバー率はいく ６月時点で、道内でパートナーシップ制度を導入して

、 、 、らなのか教えていただきたいと思います。 いる自治体は 札幌市 江別市など８市となっており

、直近の令和４年１月１日現在の住民基本台帳によれば

８市の人口の合計は道全体の約５６％となります。

（再質問） （くらし安全局長）

制度を導入した自治体の数も大事なんですけれど パートナーシップ制度についてでございますが、道

も、結果的には人口をどのくらいカバーしているのか 内では、これまでに８市がこの制度を導入しており、

、 、 、ということがですね大きな意味を持つというふうに思 また 上川管内においては 旭川市が要綱案を作成し

う訳であります。すでに北海道の場合、人口のカバー 周辺の８町との連携による上川中部圏での導入の検討

率は５６％ということでございます。これは過半数を が進められているものと承知しております。道といた

超えているということでございます。先行しているの しましては、制度の導入については、それぞれの地域

は都市部であって、問題は取組が進んでいない町村部 の実情に応じて議論や検討が進められていくことが望

ということになるというふうに思っております。認識 ましいものと考えておりまして、旭川市周辺の連携の

が一緒であれば、対策の打ちようもできるだろうと言 動きなど、道内の取組状況の周知や、連携の促進など

うふうに思います。まずは、自治体の中でも制度を有 市町村の実情に応じた議論や取組が進むよう支援して

していない「市」に理解してもらうことが大事だろう まいります。

と思ってます。また、制度を導入した自治体のとなり

町にも同じような制度を導入してもらい転居の際にも

スムーズにサービスが移行できるように考えていかな

ければならないというふうに思いますけれども、見解

をお聞きします。

大事なのはそういうことなんですよね。旭川良いな

というふうに思います。私、函館ですけれども、隣の

北斗市も制度持ってます。七飯町はない。でもこの３

つの自治体は生活圏なんですよ。お互いにですね、昼

・夜、仕事をする生活をするこの場は大体この圏内で

行き来しているんです。サービスも全く違うというこ

とになるわけでございます。この札幌のですね、札幌

は制度を導入してますけれど、周りの衛星都市はまっ

たくないという状況になってます。でも生活圏は一緒

なんですよ。そこが大事だというふうに思ってます。

したがってですね、今お話があったようにですね、そ

ういうところからどんどん面として広げていくという

ことを取り組んでいただきたいというふうに思ってお

ります。

（四）札幌市の「フレンドリー企業」制度と道の評価

について （道民生活課長）

札幌市では、ＬＧＢＴなど性的少数者が働きやすい 企業における取組についてでありますが、札幌市の

企業として「ＬＧＢＴフレンドリー企業」を認定して 「ＬＧＢＴフレンドリー指標制度」に登録し、企業に

おります。その企業がもう７０社以上になったことが おいて、性的マイノリティに関する取組が推進されま

報道されました。そして企業間や当事者、自治体など すことは、互いの個性や多様性を認め合い、誰もが働

が積極的に交流して、地域での多様性尊重の機運を高 きやすい環境を整えていく上で有効でありまして、職

める活動をしております。道はこの取り組みをどのよ 場における従業員の理解促進や性的マイノリティの方

うに評価しているのかお伺いします。 々への適切な配慮の輪の広がりにつながるものと考え

ております。

（再質問） （くらし安全局長）

道もですね、この制度については非常に高い評価を 企業における取組についてでございますが、道にお

されてると受け止めます。であれば、道としてもです いては 「札幌市ＬＧＢＴフレンドリー指標制度」を、

ね、この取組を全道に広める価値はあるというふうに 道の性的マイノリティ施策に関するホームページ等に

思うわけでありまして、是非、このことを検討すべき おきまして、広くお知らせするとともに、本年２月に

「 」だと思います。多様性を重んじる事業所・企業という 道が創設いたしました 人権配慮企業登録・紹介制度
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イメージはですね、消費者に好意的に受け入れられる を活用いたしまして、性的マイノリティ分野を含む人

だろうというふうに思っています。札幌市以外にもで 権配慮の取組を行っている道内企業を登録いたしまし

すね、進出するラピダスは千歳市です。さらにデータ て、その取組をご紹介しているところでございます。

センターも石狩管内に入ってくるかもしれません。札 今後も、市町村や事業者の方々等を対象といたしまし

幌市ではない訳です。ですからその枠を超えてそうい た理解促進セミナーで紹介するなど、様々な機会を活

う制度を運用していただきたいと思っております。進 用して、性の多様性に配慮した企業の取組の情報発信

出してくる企業はですねＩＴ関係が非常に多いかもし に努めてまいります。

れませんけれども、このことについて非常に理解の高

い企業ばかりだと思っておりますので、ぜひそういう

ところにも声をかけやすいような全道を網にかけた取

組をしていただきたいと思ってる訳でございます。そ

ういうことも含めて自治体を超えての枠、これについ

てお考えがあれば、お聞きしたいと思います。

残念ながらですね、道の企業登録・紹介制度、これ

についてはそれ自体知られていないんですね。これま

で以上にインパクトのある取組が必要だというふうに

思う訳でございます。企業はですね、先ほど申し上げ

ましたけれども、多様性に寛大なイメージ、これは非

常に大きいイメージアップになります。道の制度はで

すね、心を動かさないんですよね。もっと工夫してい

ただきたいというふうに思います。

（五）不当な差別について （道民生活課長）

国会でも多くの議論が行われた今回の法案です。こ いわゆる「ＬＧＢＴ理解増進法」についてでありま

の中に「不当な差別はあってはならない」との文章が すが、先に成立した、この法につきましては、現在、

含まれています。法理学者も困惑してしまうこの「不 国が、同法に基づき、基本計画や運用指針を検討して

当な差別」とはどのようなものなのか、自治体は法に いる段階にありまして、法令上の文言の解釈などにつ

従って行政を進めなければなりません。その段階で必 きましては、その策定を踏まえるべきものと考えてお

ず「不当な差別」とはどのように判断するのかが問わ ります。道といたしましては、引き続き、性的マイノ

れるというふうに思っております。道の見解をお聞き リティの方々が性的指向や性自認を理由とした差別な

します。 どを受けることのないよう､性の多様性への理解促進

などに努めてまいります。

憲法１４条１項はですね、すべての国民は、法の下

に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は

、 、門地により政治的 経済的又は社会的な関係において

差別されないとされております。これはすべての差別

があってはいけないという内容です。すなわち差別禁

止ということであります。法における文言次第によっ

てですね、憲法に抵触する可能性を秘めているという

ふうに思いますので、どういう文書が出るかこれから

注視していきたいなというふうには思っております。

（六）科学的ジェンダーについて （道民生活課長）

ＮＨＫス 性の多様性についてでありますが、性のあり方は多さて、これは２１年の放送なんですけれども、

ペシャルで「ジェンダーサイエンス」という番組が放 様であり、生まれたときに割り当てられた性別、から

送されました。最新の科学を駆使して男女の性差の謎 だの性だけで区別できるものではなく、性自認、ここ

について迫っていました。見た方もおいでだと思いま ろの性や性的指向、性表現は人それぞれであると認識

すけれども、その中で「生物的に考えると、みんなが しております。道といたしましては、性の多様性を認

ＬＧＢＴの素質を持っている」と、専門家が指摘して め合い、偏見や差別のない誰もが自分らしく生きるこ

おります。ホルモン分泌や自己認識を司る脳の部位は とができる社会の実現に向け、より多くの道民の方々

海馬や小脳虫部、上前頭回、尾状核(びじょうかく)が に理解を深めていただけるよう取組を進めてまいりま

司り、この大きさは千差万別で、イスラエルの研究チ す。

ームが１４００人の脳をＭＲＩで調べた結果、全ての

人の脳は、男性的特徴と女性的特徴とが様々な濃淡で

組み合わさっており、９０％が「男女モザイク脳」だ
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ったと言うことであります。すなわち、誰もが性的マ

イノリティーの「素質を持っている」ということにな

る訳です。別の研究では、誰が好きかという性的指向

も神経核が関わっていますが、そこも神経細胞の数の

違いがあって、それもグラデーションになっている。

生物的に考えると、みんながＬＧＢＴの素質をもって

いる。いずれは男性ホルモン、女性ホルモンという言

、 。 、葉も無くなっていく とのことでございます 長い間

性別については「男と女」の二つと思い込んで来たこ

とに、この番組は的確に指摘をいたしました。この科

学的な立証について、道はどのような認識をお持ちな

のか、お考えをお聞きしたいと思います。

（再質問） （くらし安全局長）

もう理解は深まっていると思います。皆さんのお考 パートナーシップ制度についてでございますが、こ

、 、えも私の考えもですね、同じだというふうに思ってま の制度は 住民登録などの事務を担う市町村において

す。アンケート調査ではですね、７０％以上の方が多 制度に対する地域住民の方々の理解や必要性など、そ

様性については理解をしているという状況です。これ の実情に応じて議論・検討が進められていくことが望

以上皆さん何を望むんですか。もう既に全道の５６％ ましいものと考えております。道といたしましては、

はカバーされている。さらに理解、いつまで、どこに 制度を導入した自治体の取組の周知や連携の促進など

基準を置くのですか。それは７５％ですか、１００％ 市町村の実情に応じた議論や取組が進むよう支援して

ですか。あとは制度として実施するだけではないでし まいります。

ょうか 「生まれたときに割り当てられた性別、から。

」、 、 、だの性で区別出来るものではない ｢性自認 心の性

性的指向、性表現は人それぞれ」と、自信と確信を持

って性の多様性を認め合うべきと認識されている。そ

れが道だと思っています。なぜ、パートナーシップ制

度の導入をしないのか、お聞きします。

何も戸籍制度をなんとかせいと言っている訳でもな

いですし、同性婚を認めろと言っている訳じゃないで

。 、す 制度として導入してくださいということですから

なんで市町村が関係あるんですか。じゃあそうしたら

既に１６都府県で進めていますよ。そこは矛盾してる

。 、んですかやってることは ４７都道府県のうちですね

１６もやってると、北海道はもう真ん中にきているん

ですよ。このままでいくと北海道は一番最後になって

くる。何をためらっているんですか。知事は何の興味

もないんですかこの問題については。理解、理解って

ばっかり言ってますけど。

（七）厚労省通知について （道民生活課長）

６月２３日付の「厚生労働省医薬・生活衛生局生活 厚生労働省通知についてでありますが、当部におき

衛生課長発」の通知文書が都道府県・保健所設置市・ ましては、共同浴室における男女の取扱につきまして

特別区あてに発令されました。その内容は、＜衛生等 は、従前から変更がないものと承知しております。道

管理要領により「概ね７歳以上の男女を混浴させない といたしましては、性的マイノリティの方々の安心を

こと」などを定めているわけであります。 含め、全ての国民が安心して生活することができるよ

自民党内の会議において 性自認 については 心 う、引き続き、性の多様性の理解促進に取り組んでま「 」 、「

は女性だからと偽って女性トイレや女湯に入ってしま いります。

うことが想定される 」と想像たくましく議論が行わ。

れた時期と重なっております。ちなみに、道の保健福

祉部では 「今回の厚労省通知は、公衆浴場や旅館業、

などの関係機関に文書通知をしましたけれども、改め

て、これまでの運用と変わるものでは無いこともお伝

えします 」という文書もつけ加えました。行政も首。

をかしげるような今回の厚労省通知でしたね。混浴は

日本の文化であるというふうに私は思っています。国

内各地の温泉には多くの混浴施設があり、堂々と営業
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しております。市内の公衆浴場に男性が「自分は女性

だ」などとして入るなどはＬＧＢＴの問題では無く犯

罪です。為にする議論でしかありません。ジェンダー

問題を所管する環境生活部の見解をお聞きします。

まったく馬鹿げた通知ですよね。そして、道の方も

わかっているから、今までと全く変わりませんという

ことをあらためて付け加えたということであり、何の

ための厚労省通知か意味が全くわからないです。

（八）全国各地裁の判決への評価について （くらし安全局長）

同性婚について、全国５つの地裁で争われてきまし 同性婚訴訟についてでございますが、これまでに、

た。憲法１４条の「法の下の平等 、２４条の「婚姻 全国５箇所の地方裁判所で判決が示され、裁判所によ」

の自由 、これに明確に「違憲」という判断を示した ってその判断が分かれている点もあり、いずれも未だ」

のが札幌地裁と名古屋地裁です 「違憲状態」である 係争中であると承知をしております。道といたしまし。

と判断したのが福岡地裁と東京地裁です 「合憲」と ては、性的指向や性自認を理由とした差別を受けるこ。

判断したのが大阪地裁でしたが、大阪地裁でも「同性 とがない社会を実現することが重要と認識している一

カップルが関係性を公的に認められない不利益は問題 方で、本件につきましては、婚姻制度の今後に関わる

であり 法的措置を執らなければ将来的に違憲となる ものでございまして、国における議論を注視してまい、 」

という認識を示しました。この５つの地方裁判所の判 りたいと考えております。

決について、行政として何を感じるのかお聞きしたい

と思います。

同性婚の話をしましたけど、これはつながっている

わけでして、生きづらさをどう解決するかということ

です。同じ人権としてどうやって認めていくかという

ことなんです。ですから「同根」なんです、同じ根っ

この問題なんです。たぶん今お話しされたように控訴

、 。されますから 上部の裁判所で判断されると思います

、 、高裁に行って 高裁で差し戻しをかけられるかどうか

これはまだわかりません。最高裁に行ったとしても、

憲法を判断する最高裁に行ったとしても、たぶん最高

裁は判断しないでしょう、この問題。最近の最高裁は

そういう状況でございますから。ですから、あまり期

待はしていないというふうに思っております。

（九）行政が実践すべき平等について （くらし安全局長）

知事はこの間、多様性を尊重することの重要性、そ 道における人権施策についてでございますが、人権

して、あらゆる人を包み込む社会的包摂を基本とする の尊重は、いつの時代も最大限尊重されなければなら

行政を標榜していたと私は認識しております 「相手 ない人類共通の普遍理念であり、道におきましては、。

の立場になって考える 、これは知事の著書にも重ね 「人権施策推進基本方針」のもと、普遍的な視点から」

て書いてあります。そして、その下で具体的に行政を の取組とともに、女性や子ども、障がいのある方々な

実践される皆さんも同じ価値観を共有されていなけれ どをめぐる様々な人権に関する課題につきまして、道

ばいけないと思います。さて、行政が実践すべき多様 民一人一人が、互いの個性など、多様性を尊重しなが

性の尊重とは、そして社会的包摂とは何なのか、その ら、助け合い、支え合って暮らしていくことができる

到達点である平等とは何なのか、お考えをお聞きした よう、道民の皆さまの人権意識を育むための人権教育

いと思います。 や啓発を実施しているところでございます。また、こ

「 」の方針は 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

第５条の、地方公共団体が実施すべき責務を示すもの

であり、性別や世代、国籍等様々な分野において施策

が推進されることで、誰一人取り残されることのない

地域社会が実現されることから、道といたしましては

今後も、引き続き、家庭、学校、企業などとの協力、

、 、 、連携を深め あらゆる場を通じて 基本方針に沿って

各般の施策を進めてまいります。
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（十）人権への認識について （環境生活部長）

とても立派な答えをいただきました。憲法の大きな 人権施策についてでありますが、基本的人権の尊重

柱となっている 基本的人権 とは何なんでしょうか は、憲法の最も重要な理念の一つであり、個人の尊重「 」 。

行政は、この基本的人権をですね、行政の全てにおい と法の下の平等原則は、いつの時代におきましても最

て擁護し、守っていかなければならないものと私は認 大限尊重されなければならない人類共通の普遍的理念

識しておりますけれども、道の見解をお聞きします。 であると認識してございます。道では、令和３年７月

に改定いたしました「人権施策推進基本方針」におき

まして、道政における人権施策の基本的な考え方を示

し、道の諸計画やプランに反映させておりまして、引

き続き、市町村や民間団体、企業等との協力・連携を

深めながら、家庭、学校、地域社会、職場などあらゆ

る場を通じて、人権教育や啓発を積極的に推進し、人

権が尊重される地域社会の実現に向けて取り組んでま

いります。

まったくその通りだというふうに思います。私たち

と道はですね認識を同じくしているんですよ。残念な

がらその道のトップがですね、未だに行政上の手続に

差別を持ち込んだままにしているんです。実践すべき

。 。制度導入を判断できないでいるんです なぜでしょう

既に先ほど申し上げましたけれども、１６の都府県、

１８政令市を含む３２５の自治体で制度の導入や条例

化を行っています。対象人口は８,８９８万人、人口

カバー率７０％です。今でもですねパートナーが手術

をするに際しまして、その承諾をしてあげることがで

。 、きない 長年連れ添ったパートナーが亡くなった時に

その遺産を相続することを拒否されてしまっている。

そういうことが続けられてきているんですよ。これか

らも知事はそのことを続けようとしているんですか。

改めて、知事のお考えをお聞きしなければいけない

なというふうに思っておりますので、委員長のお取り

計らいをよろしくお願いいたしまして、私の質問を終

わります。


